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5-5 社会動向統計資料

テレワーク導入企業はいまだ13%台で停滞

資料5-5-1　企業におけるテレワーク導入率

出典：総務省「平成29年通信利用動向調査」

テレワークに対する20歳台の人の関心が突出して高い

資料5-5-2　従業員がテレワーク導入によって感じたメリット

出典：総務省「平成29年通信利用動向調査」
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生産性の向上よりも勤務者の働き方への配慮が目的に

資料5-5-3　企業のテレワークへの導入目的

出典：総務省「平成29年通信利用動向調査」

組織や社会の制度化や理解が今後の課題

資料5-5-4　テレワーク実施の課題（複数回答、テレワーク実施希望者）

出典：総務省「ICTによるインクルージョンの実現に関する調査研究」（2018年）
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ビデオ会議やチャットがコミュニケーションの柱となる

資料5-5-5　企業におけるテレワーカーとのコミュニケーション確保のための対策

出典：総務省「ICTによるイノベーションと新たなエコノミーに形成に関する調査研究」（2018年）

すでにすべての都道府県でオープンデータに取り組んでいる

資料5-5-6　オープンデータに取り組む地方公共団体の推移

出典：内閣官房情報通信技術（IT）総合戦略室「地方のオープンデータの取組状況について」（2018年11月13日）
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官民データ活用推進計画の策定が今後の鍵

資料5-5-7　官民データ活用推進計画策定の検討状況と予定策定時期

出典：内閣官房情報通信技術（IT）総合戦略室「地方公共団体におけるオープンデータの取組促進状況について」（2018年5月10日）
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